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研究成果の概要（和文）：「互助」のうち「介護予防」の担い手としての住民組織の活動は活発に行われていた
が、「互助」というよりも、元気に活動できる高齢者たちの「自助」の取り組みの側面が強いと考えられた。一
方で、「生活支援」の担い手として住民組織を想定することはかなり難しい状況にあると考えられた。主な理由
としては、支援を依頼することで相手にかける負担および、支援を受けることで生じる負担感や返礼のわずらわ
しさが挙げられた。これはまさに本研究の成果である田所（2018）の「地域包括ケアにおける『互助』概念と贈
与のパラドックス」であり、与え手の論理で「互助」が語られており「受け手」当事者の視点が欠けていること
が示唆された。

研究成果の概要（英文）：Although residents' organisations were active as bearers of 'care 
prevention' among 'mutual assistance', it was considered that the aspect of 'self-help' initiatives 
by those who are elderly but able to be active was stronger than that of 'mutual assistance'. On the
 other hand, it was considered quite difficult to envisage residents' organisations as bearers of '
livelihood support'. The main reasons given were the burden of requesting support and the burden of 
receiving support and the hassle of replying. This is precisely the 'paradox of the concept of '
mutual assistance' and giving in comprehensive community care' by Tadokoro (2018), the outcome of 
this study, which suggests that 'mutual assistance' is discussed from the logic of the giver and the
 perspective of the 'recipient' party is lacking.

研究分野： 人類生態学、公衆衛生学、地域看護学
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
地方における生活支援の共通の課題として、「互助」の担い手の高齢化と市場サービス供給が少ないという限界
が同時に存在していることが分かった。また、地方であっても、集落の成り立ちによっては、人づきあいの実態
は都市部と同様である場合もある。家族がいない独居高齢者が増えていく中では、地域包括ケアシステムのもう
一つの暗黙の前提である「家族介護」も期待できない。少子高齢化や財政状況から、「自助」「互助」の果たす
役割が大きくなることを意識した取組が必要とされているが、「共助」としての介護サービスの供給が難しい地
域では、代替としての「互助」も「自助」も同じく厳しい状況に置かれていることが課題として確認できた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１．研究開始当初の背景 
【市町村における地域包括ケアシステム構築の準備状況とシステム上の「互助」の位置づけ】 
 厚生労働省老健局は 2025 年に向けて地域の特性に応じたケアシステムを構築していくこと
としている(厚生労働省, n.d.)。しかし、地方の市町村における準備状況は厳しく、構築のプロセ
スの最初の段階である「地域の課題の把握と社会資源の発掘」も充分進んでいるとは言い難い状
況であった。 
 地域の社会資源として期待されていたのが、昔ながらの住民活動による助け合い(互助活動)で
ある。地域包括ケアシステムでは、要支援者を「自助・互助・共助・公助」の組み合わせにより
地域で包括的に支えることが謳われ、「互助」を「家族や地域の支え合いなど、市場とは異なる
生活空間の中で支えあう地域の機能」と定義している(三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング, 
2016)。 
 この 2016 年の報告書では地域包括ケアシステムの構成要素のイメージが従来のものから変
更され、「介護予防」が、専門職が担う葉の部分(公助・共助)から、地域住民が担い手の植木鉢の
土(自助・「互助」)へ移動した。そして、介護予防・生活支援のセットで提示されるようになった。
生活支援の担い手としては特に高齢者が期待されていた。高齢者自身が積極的に社会参加し生
活支援の担い手となることが介護予防のうえで重要である(吉井ら, 2005; 齋藤ら, 2005)という
研究結果が反映されての変更だといえよう。 
 このように重要性を認識されている「互助」であるが、実際には介護支援の資源としてはまだ
まだ利用できる状態にはなっていないという報告もあった(三菱総合研究所, 2014)。 
【既に地域にある住民組織が地域包括システムの鍵概念としての「互助」に対応できるか】 
 日本のそれぞれの地域には古くは無尽講や頼母子講、結などの助け合いのシステムがあり、現
在でも自治会や消防団、婦人会、老人会などのさまざまな住民組織が活動している。つまり、地
域包括ケア研究会報告書(三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング, 2016)で「(互助は)はじめ
からそこにあるもの」と書かれているように、ほぼすべての地域で何らかの住民間の互助システ
ムは既に存在していると思われる。しかし、その既存の住民組織が行っている昔ながらの互助活
動が地域包括システムの鍵概念である「互助」を担えるかどうかについてはわかっておらず、「イ
ンフォーマルケアの提供実態に関して、多様な側面での評価を可能にするほどのデータは収集
されていない」(筒井, 2012)のが研究開始当初の背景であった。 
２．研究の目的 
そこで本研究は、対象地域における住民活動の実態を、特にその互助機能に着目しながら明ら

かにし、地域包括ケアシステムの「互助」サービス（介護予防・生活支援）の担い手としての、
住民組織の活用可能性を探ることを目的とした。 
  本研究で得られた結果は、調査対象地のアクションプラン策定に直接的に役立つだけではな
く、共通して表れたパターンをモデル化することで、全国の市町村やフォーマルサービス提供機
関が「互助」環境を活用するためには住民同士の活動のどの特性に注目するべきか、導入可能性
に影響する制限因子、促進因子を整理するにはどのような情報が必要か、の具体的な資料となる
意義をもつと期待された。 
３．研究の方法 
(1)研究方法 
あるターゲット集団の人びとが自らの経験をどのように解釈しているかを記述し、行動を起

こすために使う知識を文化として捉えるエスノグラフィーの手法(小田、2010)を用いた。支援の
ニーズ、その支援に対しての認識、支援の担い手としてその依頼を受けることのできる住民組織
の可能性に着目し、住民組織による「互助」サービス（介護予防・生活支援）の実態と可能性に
ついて検討した。 
(2)調査対象者 
主な調査対象地は秋田県 A市, 千葉県 B市, 兵庫県 C市, 岡山県 D市, 長崎県 E市の 5地域

であり、長崎県 F市を補足データ収集の対象とした. 2020 年国勢調査の結果によると、対象地
全てにおいて 5年間の人口増減率はマイナス（-4.7～-12.1%）であり、年齢中位数は A市で 63.5
歳、B 市で 60.1 歳、C 市で 55 歳、D市で 58.7 歳、E 市で 52.0 歳、F市で 60.0 歳であった。65
歳以上の人口構成比も E市の 32.7%～A 市の 47.2%と、住民の 3人から 2人に 1人が 65 歳以上の
高齢者であった。A～E 市は、本研究と同様のメンバーおよび調査対象地で行った、挑戦的萌芽
研究「買い物環境が高齢者の食生活に与える影響：国内５地域での研究」(研究期間 平成 27年
度～平成 28 年度)の遂行にあたり、各地域の協力者との緊密な連携が取れていたことから選定
した。住民活動にも、生業や人口密度等による地域性の違いが予想されたため、各地の研究分担
者と相談しながら特徴的な地域と住民組織を選定し、データ収集の対象とした。自治会長などの
地域の協力者に対して研究の趣旨を説明し、同意を得た後、インタビュー対象の住民組織と情報
提供者(インフォーマント)の候補を挙げてもらった。その際、住民活動の中でなるべく違った立
場や属性の人にインタビューを行い、多様な視点を含んだデータとなるよう心がけた。 
当初の予定では、独居要介護者や在宅介護中の家族など実際に介護予防や生活支援のサービ

スを利用している側からの意見も収集する予定であったが、COVID-19 のパンデミックによる行
動制限により、「互助」サービス利用者としての意見を収集することはできなかった。 
長崎県 F市は島嶼部であり、地方地域の特徴をより濃く観察することができると予想し、対象

地として選んだ。ただし、調査実施時はまだ高齢者を中心に感染症対策が必要な状況であること



を鑑み、グループインタビューは行わず、介護老人保健施設や訪問診療を行っている診療所の医
師、地域ボランティア活動実践者へのインタビューとした。 
(3)データ収集 
キー・インフォーマントへの個別インタビューと住民活動組織のメンバーへのフォーカスグ

ループインタビュー、活動の現場での参与観察を行い、住民組織の活動の実態や、生活支援につ
いての認識、それに影響を与える要因についてのデータの収集を行った。フォーカスグループイ
ンタビューは、特徴として相互作用の機能があり、他の参加者の発言から刺激を受け、自分自身
の考えやエピソードを想起させることができる結果、多くのデータが生まれる長所がある
(Holloway，1996/2006）。 
 フォーカスグループインタビューに関する注意事項とインタビューの趣旨説明をしたのち、
文書で同意書を得た。インタビュー内容については同意を得たうえで IC レコーダーに録音した。
インタビューの司会及び進行は研究責任者が務め、少数の参加者が他の参加者の討論を支配す
ることが無いよう配慮を行った。各インタビューは 5名から 9名で行われ、インフォームド・コ
ンセントを含めて平均して約 1 時間であった。インタビュー終了前に発言内容のまとめを行い、
語ったことの意図や内容についての齟齬がないか、参加者に確認してもらった。録音データは専
門業者に文字起こしを依頼し、個人情報を除いて文字データとした。 
 インタビュー内容は、買い物支援、掃除、食事の支度、洗濯、ごみ出し、話し相手、病院への
付き添い、電球交換等の雑用、体調不良など緊急時の助け、金銭管理、等の支援についての現状
と住民相互の「互助」による生活支援の可能性をたずねた。具体的には「〇〇の支援を受けるこ
とをどう思いますか」「周りに〇〇の支援を必要としている方が実際におられますか、支援をし
た経験がありますか」「地域で助け合い活動をすることについてどう思いますか。良い点、悪い
点をあげていただけますか」「将来、もし〇〇の支援を受けなければ生活が成り立たないという
状況になった場合、あなたならどうしますか」などの問いかけを行い、それについて住民同士が
意見を交換する形で行われた。 
(4)倫理的配慮 
 日本赤十字秋田看護大学・日本赤十字秋田短期大学研究倫理審査委員会の承認を得た上で本
研究を開始した（承認番号 29－110）。 
 研究対象には、1．研究目的と意義、2.依頼内容、3.研究への参加・協力の自由意志と拒否権、
4.予想される利益と不利益、5.プライバシーおよび個人情報の取り扱い、6.研究結果の公表方法、
7.研究に意見や質問には、研究者が対応すること、について書面にてそれぞれ説明し、同意書に
より了解を得た。 
４．研究成果 
(1) 年度別研究成果 
2017 年度は、秋田県 A市において 3グループ、長崎県 E市において 2グループに対してフォ

ーカスグループインタビューによるデータ収集を行った。また兵庫県 C 市において自治体の担
当者との打ち合わせを行い、今後のインタビュー候補地となる自治会の選定について協議した。
そのほかに岡山県 D市、千葉県 B市においても住民活動の状況について情報収集を行った。 
学術実績としては、本研究の前段階として行った質問紙調査のデータを用いて、地域包括ケア

システムの「互助」という視点から分析した一連の結果を 11月に第 82回日本健康学会総会にお
いて 4件発表した。発表標題は「ソーシャル・キャピタルの地域包括ケアへの活用可能性――高
齢化の人類生態学プロジェクト」「買い物環境と栄養素摂取量の関係――高齢化の人類生態学プ
ロジェクト」「人口減少地域におけるソーシャル・キャピタル概念の適用に関する文化人類的検
討」「Food Frequency Questionnaire を用いた高齢者の栄養摂取パターンの変化」であった。ま
た、「高齢者集落における社会的紐帯と健康状態の関連への文化人類学からのアプローチ」とし
て本研究の予備調査内容をまとめ、日本赤十字秋田看護大学・日本赤十字秋田短期大学紀要に発
表した。 
2018 年度は、兵庫県 C 市において 7 グループ、岡山県 D 市において 3 グループに対してフォ

ーカスグループインタビューによるデータ収集を行った。 
学術実績としては、本研究の前段階として行った質問紙調査のデータを用いて、高齢者の買い

物環境が低栄養のリスクとなるか、という視点から分析した結果を第 83 回日本健康学会総会に
おいて発表した。また、日本健康学会誌第 84 巻 6号に「コミュニティーは高齢化・人口減少に
どのように対処するか」という特集を組み、研究分担者、連携研究者も含めて「コミュニティー
は高齢化・人口減少にどのように対処するか」「互助による生活支援とプライマリ・ヘルスケア」
「地域包括ケアにおける「互助」概念と贈与のパラドックス──互酬性を手がかりに」「人口減
少地域におけるソーシャル・キャピタル概念の適用に関する文化人類的検討」「人類集団の生存
戦略に影響する要因としての少子高齢化」の 5本の論文が掲載された。 
2019 年度は、千葉県 B 市で 1 グループ、岡山県 D 市で 2 グループに対してフォーカスグルー

プインタビューを行った。当初予定では、生活支援サービスを受けている対象者をお願いしてい
たはずだったが、当日になり集まっていただけたのは生活支援を行う側の、比較的健康には問題
がない対象者の方だけとなった。また別の機会に支援を受ける側の対象者の紹介をお願いして
みたが、インタビュー機会の設定ができないまま、2 月以降は COVID-19 による行動制限を受け
調査ができなくなった。 
学術実績としては、本研究の前段階として行った質問紙調査のデータを用いて 11 月に日本健



康学会において発表したほか、研究代表者が編者となった雑誌の特集「地域包括ケアシステムは
機能するか」（夏原編, 2019）が出版となった。 
2020 年度、2021 年度は、生活支援を受ける側へのインタビューを行う予定であった。しかし、

行動制限が徐々に解除されてからも、支援を受けている方々は高齢であったり障害や疾病など
の健康面での課題を抱えた状態で地域で暮らす方々であり、新型コロナウイルスに感染した場
合の重症化リスクが高いことからインタビュー実施には至らなかった。 
このように、住民活動の中でなるべく違った立場や属性の人にインタビューを行い、多様な視

点を含んだデータを取得するという当初の計画は十分には果たすことができなかった。一方で
Covid-19 の流行により、人と人との接触を制限する期間が長引いたため、住民の助け合い活動
や活動への考え方にも影響があったことが予想されたため、流行以前に住民のインタビューを
行った地域の中で、兵庫県 C 市において 2022 年 9 月中旬に、秋田県 A市で 11月末に、再インタ
ビュー及び周辺環境の変化を確認するための巡検を行った。その結果、Covid-19 の流行前後で、
地域内での人付き合いの様子はそれほど大きく変わらなかったという意見が聞かれた。「ここだ
けだから、外と行き来しないから」という言葉に表されるように、普段から少数の特定の交流が
中心となっており、外部との接触は限られていた調査対象地の人たちにとっては、行動制限の影
響を強く受けた都会とは、また違った 3年間だった可能性があった。A市では、町内の付き合い
は普段通りで、共同での農作業の手伝いも山菜採りも行っており、各地で地域の催事が中止され
ていた時期においても、伝統的な地区の祭りはできる限りいつもの姿で行うことが決定され、中
止には至らなかったことが確認された。しかし、市が関係する消防団の競技会や敬老会などは市
の意向で 2年間中止されたとのことであった。 
(2)地域包括ケアシステムの「互助」サービス（介護予防・生活支援）の担い手としての、住民
組織の現状 
「介護予防」の担い手としての住民組
織 
 どの地域でも「互助」サービスのう
ちの「介護予防」については、住民組織
を中心に活発に活動していることがう
かがえた。しかし、これは「互助」とい
うよりも、「自助」に近い活動であると
考えられる。インタビュー対象者は100
歳体操をはじめとした介護予防教室を
定期的に開催し、あるいは参加し、そ
こでの交流を楽しみにしている様子だ
った。体操以外にも、集会所での老人
会などの催しに定期的に通うことが認
知症予防に役立つと捉えられている様
子だった。つまり、住民組織の活動で
はあるものの、自らの健康管理のため
に行うという側面も強く、図１の互助
と自助の間にある「当事者団体による
取り組み」に当たると考えられる。地
域包括ケアの各地の取り組みに関する報告書等で「互助」の例として紹介されている活動も、高
齢ではあるが元気に活動できる人たちの取り組みが多い（医療と介護 Next 編集室, 2017）。A～
E 市の 5 地域で計 18 回実施されたインタビューの参加者は、地域サロンや老人クラブなど普段
から地域の活動に参加している者であり、生活支援面での助けを必要としていなかった。もちろ
ん車が無い友人を乗せて会場に来るなど、活動にあたっての互助の側面が無いわけではなかっ
たが、自力で歩けなくない地域住民へのアウトリーチ活動などは行っておらず、この点から見て
も「介護予防」の担い手としての住民組織の活動は、「互助」というよりも「自助」の側面が強
いと考えられた。 
 
「生活支援」の担い手としての住民組織 
まだすべてのデータ分析が終了していない時点の限定的な考察であるが、調査結果からは「互

助」サービスのうち生活支援の担い手として住民組織を想定することはかなり難しい状況にあ
ると考えられる。インタビュー参加者の多くは、家族には生活支援を依頼できると答える一方で、
近隣住民に生活支援を依頼するのは難しいと感じていることが語られていた。特に印象的だっ
たのは、近隣住民への生活支援を行うために組織された住民組織のメンバーであっても、自ら依
頼することは想定していないという語りがあったことだった。サポートを依頼されれば快く駆
けつける気持ちがあり、住民同士の関係性も決して悪くは無いことがうかがえる調査対象地で
も、生活支援を頼むことに対する抵抗感があった。その主な理由としては、支援を依頼すること
で相手にかける負担および、支援を受けることで生じる負担感や返礼のわずらわしさを感じる
ことが挙げられた。 
これについては、本研究の成果である田所（2018）の「地域包括ケアにおける『互助』概念と

贈与のパラドックス」で重要な指摘がされている。 

図 1 「自助・互助・共助・公助」からみた地域包括ケ
アシステム平成２５年３月 
地域包括ケア研究会報告書より 
https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukus



地域包括ケアの構想の中において，住民がなんらかの交流をしている組織的な活動を一律
に「互助」の機能を持たせようとするのではなく，そうした活動において，支援を受ける
人の立場に立ったときにも均衡的互酬性の側面が見られる活動に限定して，保健医療福祉
分野における「互助」の部分に組み込めるものと捉えるとよいのではないかと思われる． 

この指摘を受けて、改めてインタビューの内容を振り返ってみると、生活支援を受ける人が支
援の与え手に贈与できるものは無いことに薄々は感づいているが、与え手の論理で「互助」が語
られていることに気が付く。いざ自分が「受け手」になったときのことをたずねると「想定して
いない」「今は元気で過ごしているので、人の手を借りる状況が考えられない」という、問題を
直視しない態度や、「そうなったら施設に行く」「娘（あるいは息子）に頼るしかないだろうね」
などの、住民組織の「互助」による生活支援の当事者から抜け出ることを解決方法とする語りが
なされるという特徴がみられた。 
(3)今後の課題 
F 市での調査では、離島であることの課題として、「互助」の高齢化と市場サービス供給が少

ないという限界が語られた。他の地域でも同様の語りがみられており、いわゆる地方における生
活支援の共通の課題として捉えることができるだろう。地域包括ケア研究会報告書には『都市部
では、強い「互助」を期待することが難しい一方、民間サービス市場が大きく「自助」によるサ
ービス購入が可能。都市部以外の地域は、民間市場が限定的だが「互助」の役割が大。』と書か
れているが、その役割が大きいはずの「互助」の担い手の供給可能性が見いだせないのである。 
また、都市部ではない離島であっても、市街地は昔からある集落ではなく新興住宅地として開

発されており、そこでは助け合いは期待できないという。インタビューを行った中でも A市～D
市の対象者は、居住地域あるいは周辺自治体に家族がいるという人が多かった。つまり、血縁の
分布が地縁の分布と重なる中で暮らしていた。おそらく「互助」が期待されている地方では、地
域の中に親類がいるという構造になっていることが暗黙の前提としてあったが、集落の成り立
ちによっては、人づきあいの実態は都市部と同様である場合もあることが分かった。その結果、
「結局のところ元気な高齢者しか島には住めない」という状況になっているということであっ
た。 
男性の生涯独身率が 4 人に 1 人を超え(内閣府,2022)、家族がいない独居高齢者が増えていく

中では、地域包括ケアシステムのもう一つの暗黙の前提である「家族介護」も期待できない。地
域包括ケア研究会報告書には、「少子高齢化や財政状況から、「共助」「公助」の大幅な拡充を期
待することは難しく、「自助」「互助」の果たす役割が大きくなることを意識した取組が必要」と
書かれているが、「共助」としての介護サービスの供給が難しい地域では、代替としての「互助」
も「自助」も同じく厳しい状況に置かれていることが課題として確認できた。 
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